
 

公益社団法人 鹿沼日光法人会 

特定資産管理規程 

 

第１章 総  則 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、公益法人鹿沼日光法人会（以下「この法人」という。）の特定資産

の維持、取得、処分、運用等の管理に関する基本的事項を定めることにより、この法

人の適正かつ効率的な事業運営を図ることを目的とする。 

 

（財産・管理責任者） 

第２条 会長は、基本財産と特定資産の管理の適正を期するため、財産・資産管理責任

者を指名し、その管理に当たらせるものとする。 

２ 財産・資産管理責任者は、この規定及び財産管理台帳に基づき当該財産・資産を維

持するとともに、善良な管理者の注意をもって運用に当たらなければならない。 

 

（財産・資産の定義及び構成） 

第３条 この規程における用語の定義は、次のとおりとする。 

（１）特定資産とは、特定の目的のために使途等に制約を課した資産で、その資金を区

分管理した資産をいう。 

（２）退職給付債務とは、一定期間にわたり労働を提供したことにより、退職以降に職

員に支給される退職金規程に基づく退職金の見込額のうち、各事業年度末日における

各職員の自己都合退職金要支給額の合計額をいう。 

２ この法人の特定資産は、以下により構成される。 

（１）退職給付債務に対応する退職給付引当資産 

（２）この法人の事業運営管理に必要な什器備品その他の資産を取得するために積み立

てる資金 

（３）この法人の将来の特定の事業費又は運営管理費に特別に支出するために積み立て

る資金 

（４）前各号に掲げる資金のほか、その運用益を公益目的事業又は管理運営に充てるこ

とを目的に積み立てる資金 

 

 

第２章 財政調整引当資産 

 

（目的及び構成） 

第９条 この法人は、将来の収支の変動に備えて財政基盤の確保のため、公益目的事業を

行うために必要な管理運営費に充てるため、財政調整引当資産を積み立てることができ

るものとする。 

 



 

（設 定） 

第１０条 財政調整引当資産は、次に掲げる財産を持って構成する。 

（１）前条に掲げる資産として寄付された財産 

（２）理事会で前条に掲げる資産に繰り入れることを決議した財産 

 

（維持および処分） 

第１１条 財政調整引当資産については、会長及び財産・資産管理責任者は、その資産価

値の維持を前提に、適正な管理に努めなければならない。 

２ 前条の財政調整引当資産は、この法人の事業遂行上やむを得ない場合に限り、理事会

の特別決議により元本の全部又は一部を取り崩すことができる。 

 

（区分管理及び運用方法） 

第１２条 財政調整引当資産は、他の資産と区分管理し、元本回収が確実な方法で運用

を行うものとし、金融資産にあっては次のいずれかの方法によるものとする。 

（１）円建ての預貯金（銀行法又は信用金庫法の適用を受ける金融機関に限る。） 

（２）日本国国債 

 

（運用益の使途） 

第１３条 財政調整引当資産の運用益は、管理運営費に充てるものとする。 

 

（報 告） 

第１４条 財産・資産管理責任者は、理事会の要請があった場合には、財政調整引当資

産の運用と使途の状況につき、理事会に報告しなければならない。 

 

 

第３章 退職給付引当資産 

 

（目的及び構成） 

第１５条 この法人は、事務局職員の退職に伴う退職金の支給に備えて、退職金支給対象

者の毎事業年度末日現在の自己都合退職金要支給額を限度として、退職給付引当資産を

積み立てるものとする。 

 

（設 定） 

第１６条 退職給付引当資産は、理事会で前条に掲げる資産に繰り入れることを決議した

財産をもって構成する。 

 

（維持および処分） 

第１７条 退職給付引当資産については、会長及び財産・資産管理責任者は、その資産価

値の維持を前提に、適正な管理に努めなければならない。 

２ 前条の退職給付引当資産は、当該退職給付債務たる退職金の支給に充てる場合に限り、



 

理事会の決議により元本の全部又は一部を取り崩すことができる。 

３ 前条の退職給付引当資産を退職給付債務たる退職金の支給以外の用途に使用し又は

処分しようとする場合には、前項の規定に拘らず理事会の特別決議によることを要する

ものとする。但し、当該決議においては、当該取崩後の退職給付引当資産の残額と退職

給付債務との差額の解消に係る事業計画を併せて決議しなければならない。 

 

（区分管理及び運用方法） 

第１８条 退職給付引当資産は、他の資産と区分管理し、元本回収が確実な方法で運用

を行うものとし、金融資産にあっては次のいずれかの方法によるものとする。 

（１）円建ての預貯金（銀行法又は信用金庫法の適用を受ける金融機関に限る。） 

（２）日本国国債 

 

（運用益の使途） 

第１９条 退職給付引当資産の運用益は、管理運営費に充てるものとする。 

 

（報 告） 

第２０条 財産・資産管理責任者は、理事会の要請があった場合には、退職給付引当資

産の運用と使途の状況につき、理事会に報告しなければならない。 

 

 

第４章 周年行事引当資産 

 

（目的及び構成） 

第２１条 この法人は、将来実施が予定される周年行事に備えて、当該周年行事に見込ま

れる事業予算額を限度として、周年行事引当資産を積み立てることができるものとする。 

 

（設 定） 

第２２条 周年行事引当資産は、理事会で前条に掲げる資産に繰り入れることを決議した

財産をもって構成する。 

２ 前号の決議に際しては、当該資産の目的となる事業の開催予定時期、事業予算の総額

及びその内訳、将来における積立予定額等、当該実施に係る実施要領を併せて決議しな

ければならない。 

 

（維持および処分） 

第２３条 周年行事引当資産については、会長及び財産・資産管理責任者は、その資産価

値の維持を前提に、適正な管理に努めなければならない。 

２ 前条の周年行事引当資産は、当該積立目的に係る事業の事業費又は管理費に充てる場

合に限り、理事会の決議により元本の全部又は一部を取り崩すことができる。 

３ 前条の周年行事引当資産を当該積立以外の用途に使用し又は処分しようとする場合

には、前項の規定に拘らず理事会の特別決議によることを要するものとする。 



 

 

（区分管理及び運用方法） 

第２４条 周年行事引当資産は、他の資産と区分管理し、元本回収が確実な方法で運用

を行うものとし、金融資産にあっては次のいずれかの方法によるものとする。 

（１）円建ての預貯金（銀行法又は信用金庫法の適用を受ける金融機関に限る。） 

（２）日本国国債 

 

 

（運用益の使途） 

第２５条 周年行事引当資産の運用益は、当該周年行事の区分に応じ、公益目的事業又

はその他事業に充てるものとする。 

 

（報 告） 

第２６条 財産・資産管理責任者は、理事会の要請があった場合には、周年行事引当資

産の運用と使途の状況につき、理事会に報告しなければならない。 

 

 

第５章 その他の特定資産 

 

（目 的） 

第２７条 この法人は、事業管理運営において必要があると認める場合には、特定の目的

のために使途等に制約を課した特定資産（第４章までに掲げる特定資産以外の資産をい

い、以下「その他の特定資産」という。）を積み立てることができるものとする。 

 

（設 定） 

第２８条 その他の特定資産は、次に掲げる財産を持って構成する。 

（１）前条に掲げる資産として寄附された財産 

（２）理事会で前条に掲げる資産に繰り入れることを決議した財産 

 

（維持および処分） 

第２９条 その他の特定資産については、会長及び財産・資産管理責任者は、その資産価

値の維持を前提に、適正な管理に努めなければならない。 

２ 前条のその他の特定資産は、この法人の事業遂行上やむを得ない場合に限り、理事会

の決議により元本の全部又は一部を取り崩すことができる。 

 

（運用方法） 

第３０条 その他の特定資産は、元本回収が確実な方法で運用を行うものとし、金融資

産にあっては次のいずれかの方法によるものとする。 

（１）円建ての預貯金（銀行法又は信用金庫法の適用を受ける金融機関に限る。） 

（２）日本国国債 



 

 

（運用益の使途） 

第３１条 その他の特定資産の運用益は、当該その他の特定資産の使用目的に応じて、

公益目的事業若しくは公益目的事業以外の事業費又は管理運営費に充てるものとす

る。 

 

（報 告） 

第３２条 財産・資産管理責任者は、理事会の要請があった場合には、その他の特定資

産の運用と使途の状況につき、理事会に報告しなければならない。 

 

第５章 補 則 

 

（委 任） 

第３３条 この規程に定めるもののほか、この法人の財産に関して必要な事項は、会長が

別に定めるものとする。 

 

（改 廃） 

第３４条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行うものとする。 

 

 

附 則 

 

この規程は、平成 25年 7月 3日以降、理事会の決議の日から施行する。 

 


